

総務編（財団法人ハイウェイ交流センター組織規程）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _Hlk39771899][bookmark: _Hlk39050974]様式第１号(第９条関係)

年　　月　　日　

　塩竈市長　　　　　　　　様

事業者名・屋号
事業所所在地
代表者氏名
住所(※個人の場合のみ)

塩竈市物価高騰対応中小企業者チャレンジ支援補助金交付申請書

　塩竈市物価高騰対応中小企業者チャレンジ支援補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり申請します。


　1　補助事業の名称　　　　　　
　2　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　3　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　4　補助事業の目的
　5　補助事業の事業計画書及び収支予算書(別紙のとおり)




申請者概要
	事業所名・屋号
	

	所在地・住所
	〒

	代表者役職・氏名
	
	担当者名
	

	TEL
	
	FAX
	

	e-mail
	




別紙1
事業計画書
	対象メニュー
	☐広告宣伝　　　　　　☐省エネ機器導入　　　☐商品開発
☐販売チャネルの開拓　☐人材育成・確保
□経営再建・事業継続に係る診断等　　　　　　□機械設備等の導入　　　□売上原価の抑制　　※該当するものにチェックをしてください。

	現状の課題
	

	補助事業の
目的
	

	補助事業
内容
	








	補助事業の実施により期待される効果と事業目標
	[期待される効果]

	
	




	
	[事業目標]※数値で示してください。

	
	




	補助事業の実施期間
	開始予定日
	令和　　年　　月　　日

	
	完了予定日
	令和　　年　　月　　日

	実施スケジュール
	日付
	取組内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別紙2
収支予算書兼補助対象経費積算明細書
（単位：円）

	対象
メニュー
	内容
	数量
	単価
	補助事業に要する経費（税込）
	補助対象経費（税抜）
	補助金交付申請額

	
	
	数
	単位
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	


（注）1　補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載してください。
2　補助金交付申請額は補助対象経費の金額に、補助率1/2を乗じた金額を
記載してください。
3　補助金交付申請額は、その額に1,000円未満の端数が生じる場合は、その端数
　を切り捨てた額とします。
4　補助金交付申請額の上限は1,000～3,000千円とします。（対象メニュー毎の
上限額を確認してください。）
5　経費積算根拠を確認できる見積書等を添付してください。
　　　6　国・県等補助金を併用する場合は国・県等補助金額を除いた金額を記載してください。
記入例
様式第１号(第９条関係)提出年月日を記入願います。


令和８年　１月　３０日　

　塩竈市長　　　　　　　　様

会社名・屋号　株式会社塩竈
所在地　塩竈市本町１番１号
代表者氏名　浦塩　太郎
住所(※個人の場合のみ)

塩竈市物価高騰対応中小企業者チャレンジ支援補助金交付申請書

　塩竈市物価高騰対応中小企業者チャレンジ支援補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり申請します。
「～による販路拡大/生産性向上」というように、補助金を用いて行う事業に名称をつけて記入願います。


　1　補助事業の名称　　　　　□□作業における○○設備導入による生産性向上
　2　交付申請額　　　　　　　　　 ５００，０００ 円別紙２の補助対象経費、補助金交付申請額と同額で記載願います。

　3　補助対象経費　　　　　　　１,０００，０００ 円
　4　補助事業の目的（別紙のとおり）
　5　補助事業の事業計画書及び収支予算書(別紙のとおり)




申請者概要
	会社名・屋号
	株式会社塩竈

	所在地住所
	〒９８５－００５１　塩竈市本町１番１号

	代表者役職・氏名
	代表取締役社長　浦塩　太郎
	担当者名
	浦塩　太郎

	TEL
	０２２－３６４－１１２４
	FAX
	０２２－３６４－１１６９

	e-mail
	urashio@shiogama.co.jp


提出書類の内容について確認を取る場合があります。
日中連絡が可能な電話番号を記入願います。



記入例
別紙1
事業計画書
	対象メニュー
	☐広告宣伝　　　　　　☐省エネ機器導入　　　☐商品開発
☐販売チャネルの開拓　☐人材育成・確保
□経営再建・事業継続に係る診断等　　　　　　☑機械設備等の導入　　　□売上原価の抑制　　※該当するものにチェックをしてください。

	現状の課題
	労働力不足や従業員の高齢化による人手不足

	補助事業の
目的
	○○設備を導入し、従業員の負担を軽減して作業を効率化すること

	補助事業
内容
	現在、□□作業について時間と労力がかかり、大きな負担となっています。そのため、□□作業に必要な○○設備を導入し、現在１時間を要している作業を１５分に短縮し、作業の効率化と従業員の負担軽減を図ります。

	補助事業の実施により期待される効果と事業目標
	[期待される効果]

	
	○○設備の導入により、現在１時間を要している作業を１５分に短縮し、作業時間を○○%削減でき、生産性が向上します。また、この効率化により高齢の従業員でも無理なく作業ができるため、人手不足にも対応できます。前年度比や導入前などと比較し、
数値を用いて具体的に記入願います。


	
	[事業目標]※数値で示してください。

	
	作業時間　　：前年度比○○%減
年間労働時間：前年度比○○時間減
労働生産性　：前年度比○○%向上


	補助事業の実施期間
	開始予定日
	令和　８年　２月　１日

	
	完了予定日
	令和　８年　５月３１日

	実施スケジュール
	日付
	取組内容

	
	令和８年２月
	設備の発注

	
	令和８年３月
	設備の納品

	
	令和８年４月
	全ての支払い完了

	
	令和８年５月
	設備稼働開始


記入例
別紙2
収支予算書兼補助対象経費積算明細書
[bookmark: _GoBack]（単位：円）
	対象
メニュー
	内容
	数量
	単価
	補助事業に要する経費（税込）
	補助対象経費（税抜）
	補助金交付申請額

	
	
	数
	単位
	
	
	
	

	機械設備等の導入
	○○設備の導入
	１　台
	100万
	1,100,000
	1,000,000
	500,000

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	合計額を記入願います。


	合　計
	1,100,000
	1,000,000
	500,000


（注）1　補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載してください。
2　補助金交付申請額は補助対象経費の金額に、補助率1/2を乗じた金額を
記載してください。
3　補助金交付申請額は、その額に1,000円未満の端数が生じる場合は、その端数
　を切り捨てた額とします。
4　補助金交付申請額の上限は1,000～3,000千円とします。（対象メニュー毎の
上限額を確認してください。）
5　経費積算根拠を確認できる見積書等を添付してください。
6　国・県等補助金を併用する場合は国・県等補助金額を除いた金額を記載してください。

2	〔J-Sapa①〕

